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研究成果の概要（和文）： 
ソーシャルワーカーを対象とする効果的な自殺対策研修の開発とその効果検証に関する研究か
ら、次の成果を得た。（１）ソーシャルワーカーを対象とする自殺対策研修には、ワーカーの自
殺を容認する態度の変容に寄与するプログラムを含めるべきであることが明らかとなった。
（２）ソーシャルワーカーが自殺ハイリスク者を支援する際の実践モデルが構築された。（３）
ソーシャルワーカーを対象とした新しい自殺対策研修が開発された。（４）開発した研修は、
研修参加者の自殺に関連する態度・知識・技術・自己効力感に一定の効果が認められた。 
 
研究成果の概要（英文）： 
The aim of this study was to develop a suicide prevention training program for social 
workers and examine its effectiveness. It was found that suicide education 
should incorporate programs directed at altering permissive attitudes toward suicide. 
A qualitative study contributed to construct a practice model for social workers to 
intervene with suicidal clients. Finally, an educational program was developed, and the 
training program had high feasibility. 
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１． 研究開始当初の背景 
わが国の自殺者数は、高い水準で推移して

おり、自殺対策は社会問題として取り組むべ
き喫緊の課題となっている。 

自殺には、生活上のさまざまな要因が複雑
に関係している。そのため自殺予防には、医
学的、心理学的な知見から治療にあたる専門
家に加え、自殺ハイリスク者の生活を幅広い
視野で捉えて支援できる人材が求められて
いる。その実現には、複雑な生活背景を網羅

的にアセスメントし、自殺ハイリスク者と共
に問題解決の糸口を見つけていく専門職と
して、効果的に自殺対策に取り組むための態
度・知識・技術を身に付けたソーシャルワー
カーの育成が重要である。 
わが国では 9割以上のソーシャルワーカー

が、職業上、サービス利用者の自殺（既遂・
未遂・念慮）に直面した経験がある（Kodaka 
et al., 2012）。しかし、その半数は、自殺
対策に関する講演会、研修会、講義などへの
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参加経験がなく、自殺ハイリスク者を効果的
に支援するための、適切な態度・知識・技術
が十分でない可能性が指摘されている。 

自殺ハイリスク者を支援するソーシャル
ワーカーには、効果的な支援に必要な自殺や
自殺予防に対する態度、自殺予防対策の基本
知識、また面接技術に加え、専門的なアセス
メント技術や他職種・他機関との連携技術な
ども求められる。しかし、それら態度・知識・
技術の具体的内容は明らかとなっていない。
また、その習得に有効なソーシャルワーカー
を対象とした自殺予防対策研修の開発につ
いての研究は進んでいない。 
 
２．研究の目的 
（１）ソーシャルワーカーが効果的に自殺ハ
イリスク者を支援する際に求められる態度
を明らかにする。 
 
（２）ソーシャルワーカーが効果的に自殺ハ
イリスク者を支援する際に求められる知
識・技術等を明らかにするため、支援の実践
モデルを構築する。 
 
（３）上記（１）および（２）の研究成果を
もとに、ソーシャルワーカーを対象とする自
殺予防研修プログラムを開発する。 
 
（４）上記（３）で開発した研修の効果を検
討する。 
 
３．研究の方法 
（１）社会福祉士の職能団体に会員登録する

2999名に調査票を郵送し、回答が得られた842

名を対象としてデータ分析を実施した。調査

票の構成は、自殺に対する態度を測定する

Attitudes Towards Suicide Scale日本語版

(ATTS)の37項目、基本属性項目、自殺に関わ

る職業上および個人的経験・自殺対策に関す

る研修への参加経験・自らの自殺念慮歴の有

無を確認する項目等である。 

ATTSは、自殺に対する態度を測定する長年

の尺度開発の影響を受けつつ、実施可能の高

い尺度としてスウェーデンで開発された。

ATTS日本語版は本研究者ら(Kodaka et al., 

2012)が、オリジナル製作者からの翻訳許可取

得、日本語へ翻訳、自殺対策研究の専門家に

よる検討、暫定的日本語版による試行調査、

バックトランスレーション、オリジナル製作

者との協議等を経て作成した。 

データ解析では、ATTS日本語版37項目（5

件法リッカートスケール）に対して、因子分

析を実施した。また各因子の下位尺度得点も

算出した。次に、これまでの自殺既遂者・未

遂者・念慮のある人に関わる臨床および個人

的経験、自殺対策に関する研修等への参加経

験、年齢、性別、ソーシャルワーカーとして

の経験年数が、自殺に対する態度に影響を及

ぼしているか検討するため、ATTS日本語版の

各下位尺度得点を従属変数として、多変量共

分散分析(MANCOVA)を実施した。 

 

（２）ソーシャルワーク業務において自殺ハ

イリスク者を支援したことがあるソーシャル

ワーカー10名（女性8名、男性2名）を対象と

した聞き取り調査（1名につき1時間半程度）

を実施した。対象者の選定基準は、①社会福

祉士もしくは精神保健福祉士の国家資格を有

する、②ソーシャルワーカーとしての経験年

数が5年以上である、③ソーシャルワーク業務

において、5名以上の自殺ハイリスク者の担当

経験を有する、とした。 

調査では、実際の自殺ハイリスク者支援事

例（生存事例）を想起してもらい、誰（個人

は特定せず、「自殺ハイリスク者本人」、「

家族」などの意）に対して、いつ、どのよう

な場合に、何を、どのように実施したのか、

またその際にどのようなことを判断し、信じ

ていたのか等について、調査対象者にインタ

ビューした。面接は、対象者の同意を得た上

で、ICレコーダーで録音し逐語化した。 

得られたデータについては、修正版グラウ

ンデッド・セオリー・アプローチ（M-GTA）（

木下 1999）を用いて質的に分析した。本研究

では、「ソーシャルワーカーは、どのような

知識・技術・態度を用いて自殺ハイリスク者

を支援していくのか」を分析テーマとして分

析を行った。 
 
（３）上記（１）および（２）の研究成果を
もとに、自殺予防対策の専門家 5名（ソーシ
ャルワークまたは臨床心理の専門性を有す
る研究者・臨床家）で協議を重ね、研修の構
成や内容、研修資材を検討し暫定的な研修プ
ログラムを作成した。次に暫定的プログラム
を用いてプレ研修を実施し、プレ研修参加者
のフィードバックと自殺予防対策を専門と
する研究者（精神科医）3名からの提案をも
とに研修の構成・内容、使用資材を改訂した。 
 
（４）2つの都道府県社会福祉士会が（３）
で開発した自殺対策研修を採用して研修を
主催した。研修の効果を検証するため、研修
実施の前後で研究参加に同意が得られた研
修参加者に質問紙調査を実施した。調査内容
は①自殺に対する態度（ATTS日本語版
（Kodaka et al. 2012）の一部を採用）、②
自殺や自殺予防に関する知識（独自開発）、
③自殺ハイリスク者への応答スキル（日本語
版 SIRI短縮版）（川島・川野 2012）、④自殺



ハイリスク者へのソーシャルワーク実践の
自己効力感（独自開発）、⑤属性等、⑥研修
満足度（独自開発）、⑦研修の転用（独自開
発）、⑧自殺予防活動の取組状況とした。予
備的効果検証のためのデータ分析では、①～
④の尺度について、研修前と研修後の得点の
平均値に有意な差が認められるか検討する
ため、対応のある t検定を実施した。 
 
４．研究成果 
（１）臨床上、自殺既遂者・未遂者・念慮の

ある人に関わった経験がある人は、自殺は一

般的なものと考え、自殺は正当化できない行

為とは捉えない傾向にあった。また個人的な

付き合いにおいて自殺既遂者・未遂者・念慮

のある人に関わった経験がある人は、より自

殺を一般的なものと捉え、自殺すると脅す人

が自殺しないとは考えず、自殺は正当化でき

ない行為とは捉えない傾向にあった。更に、

自殺対策に関する研修に参加したことがある

人は、自殺を一般的なものと考え、衝動的な

行為とは捉えていなかった。また、自殺する

と脅す人が自殺しないとは考えず、自殺は予

防できる・ハイリスク者を援助する心構えが

あると考える傾向にあった。最後に、自ら自

殺念慮歴があった対象者は、念慮歴のない者

に比べ、自殺を容認する態度および自殺は一

般的なものであるという考えが強かった。年

齢、性別、ソーシャルワーカーとしての経験

年数と態度には有意な関係は認められなかっ

た。 

海外の先行研究では、カウンセラーを対象

とした研究において、自殺を権利とする態度

傾向は、自殺ハイリスク者に対する応答スキ

ルの乏しさと関係するという結果が報告され

ている（Neimeyer et al., 2001）。一方、本

研究では、自殺を権利とする態度と自殺対策

に関する研修参加歴とに有意な関連性は認め

られなかった。つまり、既存の研修プログラ

ムは、自殺を権利とする態度の変容には寄与

しない可能性が考えられる。このことから、

ソーシャルワーカーを対象とする自殺対策研

修には、自殺を容認する態度の変容に寄与す

るプログラムを含めるべきであることが明ら

かとなった。また、自殺念慮歴のあるソーシ

ャルワーカーに対しては、自殺予防対策研修

の参加に加え、臨床現場等におけるスーパー

ビジョンなどの配慮が重要であることが示唆

された。 

 

（２）実践モデルの構築では、6カテゴリー（

22概念）が生成された。支援には、基本的態

度の『感覚のコントロール』が求められ、『向

き合う作業への取り組み』を通じてハイリス

ク者と関係を構築する。その上で『生きづら

さの認識化』によりハイリスク者が置かれて

いる状況を判断する。支援には『同じ道のり

を歩むチーム作り』が欠かせない。また適宜

『危機状態からの脱出』を支援し、ハイリス

ク者の『生きる力の強化』を目指す。 

 本研究で作成された実践モデルの中で明ら

かとなった知識・技術・態度は、日ごろ自殺

ハイリスク者を支援するソーシャルワーカー

が、自らの臨床活動を評価する上での指標と

なる。また、ソーシャルワーカーに焦点を当

てた自殺予防対策研修プログラムの構成要素

として活用することが可能であると考えられ

た。 

 

（３）ソーシャルワーカーを対象としたエビ

デンスに基づく新しい自殺予防対策研修と使

用資材（テキスト・視聴覚教材）が開発され

た。研修は約6時間（休憩時間込）で、講義に

加えグループ討議およびロールプレイ演習を

含む。プログラムは、「はじめに」、「セッショ

ン1：自殺に関する基本情報と自殺予防におけ

るソーシャルワーカーの役割」、「セッション2

：『死にたい』と訴える人に向き合うときの姿

勢」、「セッション3：自殺ハイリスク者への危

機介入」、「セッション4：『よりよく生きるた

め』への支援」、「おわりに」で構成されてい

る。特にセッション4では、ソーシャルワーカ

ーの専門性として欠かすことのできない、多

職種・多機関と協働したチームアプローチに

ついて、自殺ハイリスク者の支援事例を通じ

て理解を深めることをねらいとしている。 

 
（４）効果検証のための調査対象者は 56名
（うち女性 36名（64.3％））で、平均年齢は
48.8歳（SD±11.0歳）、ソーシャルワーカー
としての平均経験年数は 7.8年（SD±6.7年）
だった。同研修の参加後は参加前と比べ、自
殺に対する態度が有意に改善された。また、
自殺や自殺予防に関する知識やハイリスク
者支援のための自己効力感も有意に向上し
た。また自殺ハイリスク者への応答スキルに
ついても有意に改善した。 
 本研修は、ソーシャルワーカーの自殺や自
殺予防に関連する知識・技術・態度・自己効
力感に一定の効果があることが明らかとな
った。研修参加により、参加者自身へのある
いは参加者の臨床業務等における有害事象
は報告されていない。研修満足度も全般的に
高く、研修の実施可能性が高いことが示唆さ
れた。 
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